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１．ガス事業に係る収益のうち、次に掲げる
ものを、託送収益として整理すること。な


お、託送料金算定規則第22条第１項の規定

により複数の地域（託送収支計算書を公表

する日の属する事業年度の翌事業年度の開

始の日までに、ガス事業法第48条第２項又

は第５項の規定により託送供給約款が適用

される地域を異なる託送供給約款が適用さ

れる地域と併合する変更を行う場合には、

当該併合後の地域。以下同じ。）ごとの託送

供給約款料金（以下「地域別託送供給約款

料金」という。）を定めている一般ガス導管

事業者にあっては、当該複数の地域ごとに、

託送料金算定規則第39条第１項又は第２項

の規定により特定導管又は特定導管の一部

（託送収支計算書を公表する日の属する事

業年度の翌事業年度の開始の日までに、ガ

ス事業法第76条第２項の規定により託送供

給約款が適用される特定導管又は特定導管

の一部を異なる託送供給約款が適用される

特定導管又は特定導管の一部と併合する変

更を行う場合には、当該併合後の特定導管

又は特定導管の一部。以下「特定導管等」

という。）ごとの託送供給約款料金（以下「特

定導管別託送供給約款料金」という。）を定

めている特定ガス導管事業者にあっては、

当該特定導管等ごとに整理すること。


１．ガス事業に係る収益のうち、次に掲げる
ものを、託送収益として整理すること。



 ［ 略］  ［ 略］

 社内取引項目の「自社託送収益」は、
当該事業者の個別の需要家（最終保障供
給の対象となる需要家及び当該事業者を
含む。）に、託送供給料金を適用した場合
の託送供給収益に相当する額として算定
すること。なお、法第48条第１項ただし
書又は第76条第１項ただし書の承認を受
けた事業者にあっては、ガス事業売上高


に、ガス事業に係る費用の合計額に占め
る自社託送費用の割合を乗じて算定する
こと。

 社内取引項目の「自社託送収益」は、
当該事業者の個別の需要家（最終保障供
給の対象となる需要家及び当該事業者を
含む。）に、託送供給料金を適用した場合
の託送供給収益に相当する額として算定
すること。なお、法第48条第１項ただし
書又は第76条第１項ただし書の承認を受
けた事業者にあっては、ガス売上高


に、

ガス事業に係る費用の合計額に占める自
社託送費用の割合を乗じて算定するこ
と。

～ ［ 略］ ～ ［ 略］
２．ガス事業に係る費用のうち、次に掲げる
ものを、託送費用として整理すること。な


お、地域別託送供給約款料金を設定してい

る一般ガス導管事業者にあっては、複数の

地域ごとに、特定導管別託送供給約款料金

を設定している特定ガス導管事業者にあっ

ては、特定導管等ごとに整理し、


社内取引
項目の自社小売事業者への需給調整費、バ
イオガス調達費及び需要調査・開拓費は、
当該事業者に直近の託送料金算定時の方法
を適用した場合の託送費用に相当する額と
して整理すること。

２．ガス事業に係る費用のうち、次に掲げる
ものを、託送費用として整理すること。な


お、

社内取引項目の自社小売事業者への需

給調整費、バイオガス調達費及び需要調
査・開拓費は、当該事業者に直近の託送料
金算定時の方法を適用した場合の託送費用
に相当する額として整理すること。

～ ［ 略］ ～ ［ 略］
 事業税（利益に関連する金額を課税標

準とするものを除く。）は、地方税法（昭

和25年法律第226号）の定めるところに

より算定した額とすること。ただし、ガ

ス製造事業者又は電気事業法等の一部を

改正する等の法律（平成27年法律第47号）

附則第22条第１項に規定する旧一般ガス

みなしガス小売事業者（同項の義務を負

う者に限る。）を兼ねる事業者にあって

は

、課税標準となる収入に対する託送収
益の比によって配賦すること。

 事業税（利益に関連する金額を課税標

準とするものを除く。）は


、課税標準とな
る収入に対する託送収益の比によって配
賦すること。

 ［ 略］  ［ 略］
３．ガス事業に係る次に掲げる収益又は費用
を、それぞれ次の比率又は方法により、託
送供給関連部門の収益又は費用に整理する


こと。なお、地域別託送供給約款料金を設


３．ガス事業に係る次に掲げる収益又は費用
を、それぞれ次の比率又は方法により、託
送供給関連部門の収益又は費用に整理する


こと。

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〇 経 済 産 業 省 令 第 三 十 二 号

ガ ス 事 業 法 （ 昭 和 二 十 九 年 法 律 第 五 十 一 号 ） 第 五 十 三 条 及 び 第 七 十 九 条 の 規 定 に 基 づ き 、 ガ ス 事 業

託 送 供 給 収 支 計 算 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

平 成 三 十 一 年 三 月 二 十 九 日 経 済 産 業 大 臣 世 耕 弘 成

ガ ス 事 業 託 送 供 給 収 支 計 算 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

ガ ス 事 業 託 送 供 給 収 支 計 算 規 則 （ 平 成 二 十 九 年 経 済 産 業 省 令 第 二 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正

す る 。
次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 に 点 線 を 付 し た 部 分 は 、 こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に

掲 げ る 規 定 の 下 に 点 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 で 改 正 後 欄 に こ

れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 削 り 、 改 正 後 欄 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 で 改 正 前 欄

に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。
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